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１ 概要 

「新型インフルエンザ等感染症等の発生時における個別事例情報の公表について」（令和７年

７月２日付け厚生労働省事務連絡）において、感染症法第 16条による公表の基本的な考え方が

示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）流行初期 

 公表する内容 備考 

患者の 

基本情報 

・居住都道府県 

・年代 

・性別 

・発症日時等（症状の経過） 

・基礎疾患の有無、職業、居住市町村、国籍に 

ついては原則公表しない。 

・例えば、検査実施状況（検査日、検体採取日、

検査方法等）や、重症度、入院・療養の予定等

については公表対象外。 

患者の 

行動歴等 

・感染源との接触歴 

・他者に感染させる可能性が

ある期間の行動歴 

・公衆衛生上実施している対

策（濃厚接触者への対応等） 

・例えば、感染が判明した経緯、濃厚接触者の属

性等については公表対象外。 

事例公表

以降の状

況変化 

・公衆衛生上必要な内容（感

染させる可能性がある行動

歴が追加的に確認された

等） 

・例えば、入退院等の状況、療養の場所、重症化・

死亡等の転帰等については公表対象外※。 

※ 死亡等の公表は、国内患者１例目～ごく少ない段階において、公表を通じて当該感染症の性状等を伝

え、国民・県民の理解促進を図ることに公衆衛生上の意義が認められる場合は追加公表することがあ

り得る。 

 

（２）患者増加期 ※流行初期から患者増加期への時期移行については国から示される予定 

個別患者情報の公表は行わず、患者数等のサーベイランス情報の公表を行う。 

ただし、流行株の変異等がみられ公衆衛生上の対応の強化が必要な場合は、流行初期に準じ

た項目の公表の可能性もある。（その都度国から方針が示される予定） 

 

２ 今後について 

新型インフルエンザ等感染症等の患者が発生した際は、今回示された国の方針に基づき公表

を行うよう検討してまいりたい。 

 

⚫ 新型コロナ以前は、患者発生時の個別事例情報の公表については、感染症の性状（感染力や感染経

路等）等を踏まえて対応していた。 

⚫ 一類感染症については、平成 26年の西アフリカを中心としたエボラ出血熱の感染拡大を踏まえ「一類

感染症が国内で発生した場合における情報の公表に係る基本方針」（令和２年２月 27 日事務連絡）

が厚生労働省から示されており、新型コロナ対応においては、当該基本方針を参考に対応することと

なっていた。 

⚫ しかしながら、各自治体の新型コロナ対応においては、自治体間で公表に係る対応にばらつきがあっ

た。 

新型コロナ対応における課題 
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